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地域を守る脱炭素

特　集特　集

目であり、開戦の一因となった経済封
鎖、石油を断たれたことを踏まえ、再
生可能エネルギーにより日本をエネル
ギー強国にする考えだった。
　松下政経塾では現地現場主義を問わ
れるが、一足飛びに国家間の電力輸出

　第５回脱炭素先行地域に選定された長崎県五島市。戸田建設が2013年度に浮体式洋上風力発電を設置してからは、

再生可能エネルギー業界では知名度の高い市だ。計画では地域アグリゲーターを設立し、デマンドレスポンスにより

系統末端部で発生する送電容量制約を回避したり、洋上風力発電の大量の電力が生み出す環境価値を地域に裨益する

形で活用する、今後日本各地で発生するであろう課題の解決モデル構築を目指すものとなっている。共同提案者であ

る五島市民電力の橋本武敏社長、同社と関わりの深い離島エネルギー研究所の木村誠一郎さんに話を聞いた。

長崎県五島市、脱炭素先行地域で系統混雑緩和の取り組み
地域アグリゲーターが再エネ導入と地元利益を最大化

－木村さんは五島市出身ではないと聞

いています。市に関わるきっかけを教

えてください

木村　東日本大震災があって、水素
技術の研究者から、関わる範囲をエ
ネルギー全体に広げたいと思った。
当時在籍していた九州大学で教授の
勧めを受け、2014年に松下政経塾に
入塾した。
　今の国際情勢ではなかなか想像でき
ないが、当時は政治的にも送電網を海
外とつなぐことも考えられていたの
で、日本で再生可能エネルギーによる
安価な電力を大量に生み出し、余剰分
を輸出する「2045年エネルギー融通
国ニッポン」の実現をテーマに取り組
みを開始することにした。2045年は
第二次世界大戦の終戦から100年の節

を実現するのは難しいことから､「日
本と大陸」の関係を「再生可能エネル
ギーの豊富な地域と、その外の地域」
に置き換え、自分の現場となる場所を
探した。日本の地理的特性を考慮する
と洋上風力が最大のエネルギー供給源
になることから、当時洋上風車(海岸
線沿いに設置されるニアショアタイ
プ)があった北海道のせたな町など複
数地域を回ったところ、五島市の職員
と非常に気が合い、五島市で取り組み
を実施することになった。五島市には
入塾２年目後ごろから訪れ始め、３年
目には家族で移住した。

－五島市の特徴は

木村　人口減少が急激に進んでいる。
都市圏からはイメージがつかないかも
しれないが、私が移住した当初、約
3万7,000人だった人口は10年で３万
3,000人程度になった。移住者も増え
てはいるが、全体で10％以上減少、
これだけ減ると肌で感じる。
橋本　いいところ・・・ずっと住んで
いるとわからない。

橋本代表(五島市民電力HPより) 木村氏(本人提供)

五島市の脱炭素先行地域概要(環境省報道発表より)
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木村　外から来た一人としては、チャ
レンジしやすい、受け入れられやすい
環境だと感じる。あとは自分がどの程
度地域にコミットするか。
橋本　チャレンジしやすい風土も元々
あるのではなく、戸田建設の洋上風力
を受け入れたところから始まっている
ように感じる。木村のように外から来
た人に導いてもらっている。五島の人
だけだと何もできなかった。

－一般の方のエネルギーに対する意識

をどう感じるか。昨今では地域と再エ

ネの対立も話題になる

木村　関心は高いと感じる。というの
も化石燃料の値段が高い。ガソリン
は九州本土でレギュラーが１Lあたり
180円程度なのに対し、五島市内では
200円を超える。ガスもＬＰなので元
から高額。そのため、従来から電化は
徐々に進んでいた。
橋本　「地産地消」の概念やメリット
まで含めた理解はできていない、そう
いった意味ではまだ低いが、他の地域
よりは高いのではないか。実際に風車
がそばで回っていて、その電力を使え
るので再エネを身近には感じていると
思う。あまり環境破壊が酷ければ再エ
ネ開発に反対する人もいるだろうが、
基本的には折り合いをつけていく、あ
るものをどう活用していくかという発
想がある。

－五島市民電力の特徴は

橋本　電力の地産地消による新たな産
業と雇用の創出や健全な経営を理念と
している。市内の灯油やＬＰガス販
売店に我々の取次店となってもらうこ
とで、電化が進んでも雇用が維持でき
る。例えばオール電化になったお客さ
んとも関係が維持されるような体制を
構築した。高齢もあり退任されたが、
以前は弊社の会長を五島の石油組合
トップが務めていた。
　地域新電力としては自治体出資がな
い、完全に民営というのも特徴。加え
て、調達や販売、システム開発まで、
大手の代行サービスなどを使わずすべ
て地元企業が自前で行っている。従業
員数ゼロというのも特徴だ。

－離島エネルギー研究所について教え

てください

木村　五島市民電力の実務を担った。
国に提出する書類の作成から需給管理
システムおよび顧客管理・請求システ
ムの開発、国の制度変更をどう業務に
反映させるかなど、事業モデルを作っ
てきた。今はこれら業務を別会社に移
管して、コンサルティング業に特化し
ており、ゼロカーボンシティ計画の策
定支援などを手掛けている。
　次の展開として準備しているのが
アグリゲーションだ。(編集注：「フ
ローティング・ウィンド・アグリゲー
ション」(長崎県五島市)が特定卸供給
事業者として2024年12月に事業開始)

－第５回脱炭素先行地域に選定されま

した。計画の特徴は

木村　第５回では計画の先進性、モデ
ル性が問われた。日本や九州にとって
も有意義であることは、計画策定にあ
たり非常に意識した。
　その一つが送電線を最大限有効活用
しながら再エネを増やしていくこと。
系統混雑による出力制御をアグリゲー
ションによって回避する。最近では他
の地域新電力でも同様のアイデアが考
えられているが、計画提案当時は他で
は見かけない構想だった。
　規模の大きいアグリゲーターだと、
エリア全体や日本全体を対象とするこ
とが多いと思われる。そうなると、系

統混雑が多発するような地域の利益は
反映されにくくなり、五島市側(系統
末端部など)の問題は解決されないこ
とになる｡「地産地消」をさらに拡大
するためには、系統混雑を回避し、地
域の再エネ資源を最大限使うことを志
向するアグリゲーターが必要となると
考えた。
　人口３万人規模の「市」で「全域」
を対象とした事業であるのも特徴。数
千人単位の町で「全域」は以前にも
あったが、この規模は中々にハードル
が高い。私たちも大風呂敷を広げた認
識はあるし、他の人からも指摘され
る。それでもゼロカーボンシティ含め
実現していく。ビジネスとしても成立
する持続可能なモデルを構築する。
　また、洋上風力が生み出す大きな電
力を地域新電力が引き受けると、その
規模から価値が充分に活用できない問
題も、アグリゲーターを使って解消し
たい。現行制度上、小売電気事業者が
引き受けた非FIT非化石証書は転売で
きず、電気と紐づけて販売しなければ
ならないが、五島市民電力のような小
さな地域新電力の供給規模では洋上風
力の発電量と釣り合わない。この課題
をアグリゲーターが解決する。私が松
下政経塾時代から取り組んできた、洋
上風力の電力を最大限地産地消し、余
剰分を外に輸出する形がやっと見えて
きた。

地域アグリゲータによる制御が行われる姿の図(五島市脱炭素先行地域計画提案書より)


